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News Release 
 

家電と自動車の利用者に対しナッジによって省エネ行動を促す

大規模社会実証を 2017 年 7 月より開始 

家電の利用者に対する実証では国内最大級 8 万世帯規模を対象として行動科学に基づく情報発

信（ナッジ）によって平均 2%以上の CO2 排出削減を目指す 

 

デロイト トーマツ コンサルティング合同会社（本社：東京都千代田区、代表執行役社長：近藤聡、以下 DTC）、一

般財団法人電力中央研究所（本部：東京都千代田区、理事長：各務正博、以下 電中研）、東京電力エナジーパート

ナー株式会社（本社：東京都港区 代表取締役社長：小早川智明、以下 東電 EP）、凸版印刷株式会社（本社：東京都

千代田区、代表取締役社長：金子眞吾、以下 凸版印刷）は 4 社共同で、家庭における CO2 排出量を平均 2%以上

削減することを目標とし、家電や自動車の利用者に対しナッジ※1 によって省エネ行動を促す国内最大級の社会実証

を 2017 年 7 月から順次開始します。 

 

 この社会実証は、環境省「平成 29 年度低炭素型の行動変容

を促す情報発信（ナッジ）による家庭等の自発的対策推進事業」

における採択案件「家電・自動車等利用に関するナッジを活用し

た低炭素型行動変容モデルの構築」（以下、本事業）として実施

します。家電の利用者に対しては最大 8 万世帯において、自動

車の利用者に対しては数千台規模の社会実証を実施予定で

す。 

 

■本事業の概要 

本事業では、家庭からの CO2 排出量を平均 2%以上削減可

能な日本版の低炭素行動変容モデルの構築と、その成果の幅

広い普及展開に向けて、8 つのテーマに取り組みます。事業期

間は、5 年間（平成 29 年度から平成 33 年度）を予定しています。 

 

本事業において、家電の利用者に対しては、省エネ行動を促進するための情報をスマートフォンアプリ、HEMS

（Home Energy Management System）、郵送等を通じて発信し、ナッジを活用することによる CO2 排出削減の効果

を社会実証によって検証します【テーマ 1～テーマ 3】。自動車の利用者に対しては、車載ディスプレイやスマートフォ
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ンアプリを通じてエコドライブを促進するための情報を発信し、同様にナッジを活用することによる CO2 排出削減の効

果を社会実証によって検証します【テーマ 4】。さらに、家電と自動車を共に保有する利用者に対して、双方に関わる

省エネ行動を同時に促進可能な方法も検討していきます【テーマ 5】。 

 

また、これらの社会実証の中で適用可能な新たな方法論やアイディアを、詳細な行動観察データの解析や国内外

の最新事例の調査結果に基づいて検討します【テーマ 6、テーマ 7】。 

 

上記の社会実証の検証結果に基づいて、ナッジにより省エネ行動を促す手法（低炭素型行動変容モデル）を構築

するとともに、平成 29 年 4 月に環境省が発足した「日本版ナッジ・ユニット」※2 と連携し本事業の成果が官民問わず

幅広く活用されることを狙ったガイドブックを策定します【テーマ 8】。 

 

【本事業における 8 つのテーマの位置付け】 

 

 

■背景および目的 

日本がパリ協定における目標（2030 年度における日本国内の CO2 排出量を 2013 年度比で 26.0%削減すること）

を達成するためには、エネルギー機器の性能向上（エネルギー効率の改善）だけでなく、その利用者である国民のラ

イフスタイルの省エネ化を図ることも重要です。特に、家庭からの CO2 排出量の多くを占める「家電等の電力による消

費（約 5 割）」と「自家用車のガソリン消費（約 2 割）」の削減が求められます。 
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こうした中で、DTC は自動車の省エネ化をはじめとした地球温暖化対策に関する様々なコンサルティングを通じて

国の政策・施策の立案支援や民間企業の事業化支援を行ってきました。また、電中研、東電 EP、および凸版印刷は、

欧米でも注目が集まっている「ナッジ」に数年前からスポットライトを当て、その先行事例の研究や、ナッジによって家

庭の省エネ行動を促すサービスの開発を進めてきました。 

 

この度は、各社の実績や強みを組み合わせることによって、これまで同時に取り組まれることが少なかった家電の

利用者と自動車の利用者に対して同時に省エネ行動を促進するための手法の構築を目指します。 

 

■ 本事業における各社の役割 

 本事業には、産官学が連携したコンソーシアム体制で臨みます。本コンソーシアムには、DTC、電中研、東電 EP、

凸版印刷の 4 社に加えて、旭化成ホームズ株式会社、オリックス自動車株式会社、有限責任監査法人トーマツ、公益

財団法人未来工学研究所、国立大学法人東京大学 先端科学技術研究センター（西成活裕研究室）、山梨県 エネル

ギー政策課といった家電や自動車利用の省エネ化に取り組むプレーヤーが協力事業者として参画します。 

 

また、本事業では 8 つのテーマに対して、各プレーヤーの強みを生かし「調査・実証方法の設計」、「調査の実施・実

証サービスの提供」、「実証システムの改修」、「効果検証」、「事業化検討」、「実証モニター問い合わせ事務局」の 6

つの役割を分担して社会実証やガイドブックの策定を行います。 

 

【各テーマにおける各社の役割】 
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※1 ナッジ 

英語では、「nudge：そっと後押しする」という意味で、行動科学等の理論に基づき情報発信等により行動変容を促す手法のことを

指す。 

 

※2 日本版ナッジ・ユニット 

関係省庁や環境省「平成 29 年度低炭素型の行動変容を促す情報発信（ナッジ）による家庭等の自発的対策推進事業」における

採択事業者、産業界や専門家等から成る産学官連携の取り組みのこと。構成メンバーは、今後随時募集・追加していくこととして

いる。同事業をはじめとする環境・エネルギー分野はもとより、幅広い分野での課題の解決に向けたナッジ手法の適用について検

討を進め、ナッジに関する方法論や課題、対応方策等を共有していくことが予定されている。また、欧米等先行する諸外国の政府

関連機関、実務者、有識者等とも、情報共有や協調していくことが予定されている。 

http://www.env.go.jp/press/103926.html 

＊ 本ニュースリリースに記載された会社名および商品・サービス名は各社の商標または登録商標です。 

＊ 本ニュースリリースに記載された内容は発表日現在のものです。その後予告なしに変更されることがあります。 

 

 

＜本件に関する報道関係からの問い合わせ先＞ 

デロイト トーマツ コンサルティング合同会社 

マーケティング＆コミュニケーション 高橋、真木 

Tel: 03-5220-8600 Email: DTC_PR@tohmatsu.co.jp 

デロイト トーマツ グループは日本におけるデロイト トウシュ トーマツ リミテッド（英国の法令に基づく保証有限責任会社）のメンバーファームおよびそのグループ法

人（有限責任監査法人トーマツ、デロイト トーマツ コンサルティング合同会社、デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社、デロイト トーマツ税理士

法人および DT 弁護士法人を含む）の総称です。デロイト トーマツ グループは日本で最大級のビジネスプロフェッショナルグループのひとつであり、各法人がそれぞ

れの適用法令に従い、監査、税務、法務、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー等を提供しています。また、国内約 40 都市に約 9,400 名の専門家（公認

会計士、税理士、弁護士、コンサルタントなど）を擁し、多国籍企業や主要な日本企業をクライアントとしています。詳細はデロイト トーマツ グループ Web サイト

（www.deloitte.com/jp）をご覧ください。 

 

Deloitte（デロイト）は、監査、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリーサービス、リスクアドバイザリー、税務およびこれらに関連するサービスを、さまざまな

業種にわたる上場・非上場のクライアントに提供しています。全世界 150 を超える国・地域のメンバーファームのネットワークを通じ、デロイトは、高度に複合化された

ビジネスに取り組むクライアントに向けて、深い洞察に基づき、世界最高水準の陣容をもって高品質なサービスを Fortune Global 500® の 8 割の企業に提供していま

す。“Making an impact that matters”を自らの使命とするデロイトの約 245,000 名の専門家については、Facebook、LinkedIn、Twitter もご覧ください。 

 

Deloitte（デロイト）とは、英国の法令に基づく保証有限責任会社であるデロイト トウシュ トーマツ リミテッド（“DTTL”）ならびにそのネットワーク組織を構成するメン

バーファームおよびその関係会社のひとつまたは複数を指します。DTTL および各メンバーファームはそれぞれ法的に独立した別個の組織体です。DTTL（または

“Deloitte Global”）はクライアントへのサービス提供を行いません。Deloitte のメンバーファームによるグローバルネットワークの詳細は www.deloitte.com/jp/about を

ご覧ください。 
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